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1　は　し　が　き
国内法と国際法との関係論は，これまでにも数多くの見解が提起されてきたが，今日においても，
なお，結着のついていない論議の一つである。
　ここで紹介する美濃部達吉博士と立作太郎博士との論争は，明治44年の法学協会雑誌上において，
ほぼ1年間にわたって行われたもので，時期的にはすでに，この種の論争では古典に類するといえよ
うが，それぞれ自己の主張の展開とともに，他方の主張にも鋭い批判を加えた，かなり密度の高い論
争であり，議論の内容は今日でも十分に評価の対象となりうるものである。
論争は美濃部博士が国法学者の蔽蓄をかたむけて，いわゆる二元論の立場にたちながらも，1っの
権利が，ある場合には国際法・国内法両面に効力を有すること，そして国際法に違反する国内法は有
効に成立し得ないことを力説し，立博士は，国際法学者として，厳格な二元論の主張を貫いて，これ
に反駁を加え，互いに譲らない理論の展開，あるいは実証的な問題提起は，いろいろと貴重な示唆を
得るところがすくなからずあるので，ここにその論争の素描を試みてみたいと思った次第である。
　もっとも，この論争は初めから，純粋に国内法と国際法との妥当性関連や法的効力の問題が提起さ
れたのではなく，論争の発端は，あとにみるように，美濃部博士による長文の領土権の性質に関する
論文の中味にあったから，論争の中心的課題は，元来，領土権の性質をどうみるかにあったのであ
る。しかるに，この問題の解決の前提問題として，両博士の主権の観念のちがいや，国際法と国内法
との妥当性関連及び法的効力の意見のちがいが表面化し，これらの問題についても幅広く，両者ゆず
らぬ論議が展開されたのであった。
　したがって，論争は量的にも膨大なものとなったのであるが，ここで紹介するのは，両博士の国内
法と国際法との関係についての論争の素描にとどめることにし，他の論議は1節を設けて，対象表的
に紹介するにとどめる。
2　論争の発端と論点の整理
この論争は，まず美濃部博：ヒの論文からはじまる。同博士は，以前に（明治法学であったと思うと
のべている），領土権の性質に関する論文を発表した。しかし，その後，この問題についての検討の
結果，その説が誤りであったことを訂正し，あらたに領土権は国内法・国際法両面に効力を有する物
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権であるという新たな論文を，明治44年の法学協会雑誌第29巻第2号から第4号にかけて発表した。
その際第4号において，右の新見解をふまえて，領土に関する二・三の問題を補論的に述べたなか
で，立博士の「韓国併合国際法観」（同誌第28巻第11号）における領土併合の法律上の意義にっいての
見解の誤りであることを指摘したことから，まず，これがこの論争の起爆剤の役割をはたすことにな
ったのである。美濃部博士によって批判をうけた立博士は，ただちに，同誌29巻5号で，「国家併合
ノ場合二於ケル領土権ト主権トノ関係ヲ論シ兼テ美濃部博士ノ駁論二答フ」という論文を発表し・そ
のなかで，国家併合の法律上の意義を解明する前提として，国内法と国際法との関係，国家主権の概
念及び領土権の性質などにっいて論じ，美濃部博士の説を批判した。これがそもそもこの論争の発端
である。
　最初は，領土権の性質に限られた問題についての美濃部博士の研究発表が，立博士の論駁にょって
広範な問題の提起となり，引きつづいて美濃部博士が第6号で「再ヒ領土権ノ性質ヲ論シテ立博士二
答フ」という論文を発表，立博士が第7号から「国内法ト国際法附主権ト領土権（美濃部博士二答
フ）」という論文の発表を始めたが，美濃部博士は立博士の論文の中途で，とくに「国際法ト国内法
トノ関係二就テ（立博士二答フ）」という論文を第8号に発表した。立博士も前記論文の第1項「国際
法ト国内法トノ関係」追加論文を第9号の第4項の前に加えたQ立博士の論文は第10号まで続き第8
項の結論で論争のしめくくりをしている。一方，美濃部博士はさらに第10号と第11号で「主権及領土
権ノ観念二就テ（立博士二答フ）」を発表し，第11号で同じように論争のしめくくりをしているが，結
局両老ともに，自己の主張を一歩もゆずらないまま，ながかった論争は，一応のピリオドがうたれ
た。
　この論争は，その量においても膨大なものであった。美濃部博士の最初の論文65頁分を除いて，美
濃部博士が201頁分，立博士が209頁分，あわせて410頁となり，美濃部博士の最初の論文を加えると
この論争だけで，475頁の堂々たる1冊の大著となるほどであった。
　戦い終って，両博士がそれぞれにこの論争のしめくくりとして整理した論点となった問題をみる
と，①国内法と国際法との関係，②国家の人格及び意思，③国家主権の概念，④領土権の性質，⑤領
土権が物権であることから，物権そのものの定義，そして⑥この論争の発端となった領土併合の意義
等について争われている。両者の議論がもっとも白熱したのは，最初の国際法と国内法との関係につ
いての論争であった。そして，この点で両老の見解が最後まで平行線であったため，その他の諸論点
も，ことごとく相違することになったのである。
　しかし，美濃部博士の主張のなかにも，たとえば，物権の性質を通説的物権の概念は私法的な概念
であって，ここにいう物権とは公法的な性質としてとらえらるべきであると論じて，新味をだし，立
博士の攻撃材料となったり，立博士の主張のなかにも，主権概念が通説と異って，国際法上の国家主
権を否認したりしたこともあって，論争に輪をかけている。また，両老が実証的にあげた関税権，治
外法権，公海上の関税警察権などに関する主張が，ことごとく反論の材料とされたりして論争に彩り
をそえることとなった。
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しかし，この論争が基本的に意見を異にしたのは，両老とも国際法と国内法とは別個の法秩序であ
るが，相互に関連することを認めながら・美濃部博士が・領土権が国際法と国内法に共通の物権であ
るという主張を通すために，両法が相互に関連する点を強調して・一つの権利が・ある場合には国際
法と国内法との両面に同時に法的効力を有し・国際法に違反する国内法が無効とされる場合があると
いうのに対して，立博士は，両法秩序は相互に関係あるけれども，別個の法秩序であることを強調し
て，同一一te利が国際法・国内法両面に同時に有効であるわけがなく，国際法と国内法が抵触しても効
力1こは何ら関係がない，という厳格な二元論を主張したところにあった・
本稿の主眼もまたこの点の両者の見解のちがいの素描にあることは，先にのべた通りである。以下
順を追って両者の主張を各論文のなかから抜すいして紹介することにする。
3　関係論論争の概要
（1）立博士の主張
美濃部博士は，その最初の論文で，「領土権ヲ以テー種ノ物権テアルト解」（385）し，わが国の国
法学者として，おそらくはじめて領土権物権説を主張した（この説は戦後の著書にもうけつがれている。
「日本国憲法原論」）。そして，領土権が物権である以上，すべての物権の場合と同様に積極的な面と
消極的な面とにその内容を区別することができるとして，まず，「積極的ノ側二於テハ領土権ハ其ノ
土地及其ノ区域内二於ケル凡テノ人及物ヲ完全二支配シ得ルノカテア」（385）り，その効果として，
「第一ニハ其ノ区域内二在ル凡テノ人力本国人タルト外国人タルトノ区別ナク凡テ其ノ国ノ権力二服
スルコトニ在リ，第ニニハ其ノ区域内二於ケル凡テノ土地及其ノ他凡テノ物件二付キ自由二其ノ法律
関係ヲ定メ得ル」（386）ものであるとし，また，その「消極的ノ側二於テハ領土権ハ凡テノ外国二対
スル禁止権タルノ性質ヲ有スルモノテ」あるから，その効果は，「一面二於テハ其ノ区域内二於テ自
国力任意二支配スルコトヲ外国ヨリ妨害セラレサルコトヲ要求スルノカテアツテ，一面二於テ其ノ区
域内二於テハ自国ノ許諾ナクシテ外国力人及物ヲ麦配スルコトヲ許ササルノカテアル」　（386），と説
明した。したがって，「其ノ消極的ノ側二於テハ領土権ハ専ラ国際法上ノ権利タル性質ヲ有スルモノ
テアリ，其ノ積極的ノ側二於テハ領土権ハ国内法上ノ権利タル性質ヲ有スル」（387）こととなる。
　これに対し，立博士は，「領土トハ国家間ノ関係二於テ認ラレタル国際法上ノ物権」（687）であっ
て，このような国際法上の物権を「享有スル結果トシテ国家ハ其ノ国内法上ノ固有ノ主権ヲ該物権ノ
目的物トナレル土地ノ範囲二於テ自ラ行ヒ（普通ノ領土ノ場合）又ハ他国ヲシテ該国固有ノ主権ヲー定
ノ期間又ハ期間ヲ定メスシテ行フヲ認ムル（租借地又ハ行政占領地ノ場合）ヲ得ヘキニ至ル」（68ア）の
であるから，もともと国内法上，領土は統治権の行われる場所の範囲を定めるものにすぎず・美濃部
博士のいうように，物権の目的物というべきもめではないと反論した（694－5及び註11）。
　また，「領土権は国際法上ノ物権ナリト錐モ諸種ノ法規関係二於ケル物権中最モ国内法上ノ土地所
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有権ト類似スル点」（687）があるため，これまでも国際法学者の中にさえ・従来から「国家相互ノ
間ノ物権タル領土権ノ国内法上ノ人格者間ノ物権タル所有権トノ区別ヲ忘ルルノ弊」　（689）があっ
たが，これは誤りであること，そして，現在ではさらに国際法上にいう領土権という物権を逆に国内
法上の主権，高権と混同する考え方もでてきていることなどについても・あわせて批判したのち，結
局美濃部博士のいうように領土権が国際法及び国内法上の両面に効力のある物権だとする概念は，立
論において，国際法と国内法とがそれぞれ別異の法であることを見おとしたところに，最大の欠陥が
あるとのべた。
　かくして，国際法と国内法とは何故に区別して考えねばならないとかという点について，次のよう
な理由をあげて説明している。
　まず第1に，立博士は，「国内法ノ規定ハ決シテ直接二国家相互間ノ関係二及ハサルナリ国際法ノ
規定スル所ハ国家相互ノ間ノ関係ニシテ其ノ規定ハ決シテ直接二国家ノ其被治者二対スル関係若クハ
私人相互ノ関係二及ハサルナリ故二国際法ト国内法トハ法規関係ノ当事者ヲ異ニスルモノナリ」（69
3）として，その効力の客体が異る点をあげている。第2に，「国内法ノ規定バー…・一国家ノ其ノ単
独ノ意思ヲ以テ制定スル所ナルカ又ハ少クトモ其ノ単独ノ意思ヲ以テ法ノ効力ヲ有スルヲ認容シタル
モノ（自治団体ノ定ムル規則又ハ慣習法）二外ナラスシテ従ツテー国家ノ単独ノ意思ヲ以テ改廃シ得ヘ
キ所ナリ然レトモ国際法ノ規定ハ現今ノー般ノ法信二依レハ国際団体内ノ諸国家ノー致ノ意思二依ル
ニ非レハ制定シ又ハ改廃シ得サル」ものであるから，「国際法ト国内法トハ其ノ立法者ヲ異ニスルモ
ノ」で，　「此ノ如ク国際法ト国内法トハ法規関係ノ当事者ヲ異ニシ且ツ其ノ立法者ヲ異ニスルヲ以テ
全ク別異ノ法規ヲ為シ従ツテ此ノニ種ノ異ナレル法規二本ク権利ハ全ク別異ノ権利」（693）といわな
ければならない。
　ただ，「国際法ノ観念ト国内法ノ観念トノ間ニハ互二相影響シ交相反射スルノ作用アリト錐モ素ト
別異ノ法規二属スル観念ナルヲ以テ彼此ノ観念力合一シテ単一ノ観念ト為ルニ非ス依然別異ノ観念ト
シテ存在スルモノ」（695－6）で，「国際法ノ法理ヲ以テ直チニ国内法上ノ現象ヲ律スルヲ得サルト
同シク国内法上ノ法理ヲ以テ直チニ国際法上ノ現象ヲ律スルヲ得サル」（696）ものであるから，美濃
部博士のように同一の権利が国際法と国内法の両面の効力を同時に有するような考えは不当であると
批判した。
　このあと，美濃部博士が物権たる領土権が領土内にある総ての人に対して命令強制の権能を含むと
するのは，物権の本質に反すること，領土権を分割し，継承できるとするのは，統治権の唯一不可分
性・固有性に反するのではないかということをそれぞれ反論し，国家の併合，割譲にっいての美濃部
博士の見解を論駁している（70似下）。
（2）美濃部博士の反論
　美濃部博士は，立博士の反論に対して，直ちに論駁の論文を発表したが，立博士の所論を次の7点
に分けて，そのひとつひとつについて反論を加えた。
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　「O　国際法上ノ権利ハ国内法上ノ権利トハ全ク区別スルコトヲ要ス
⇔　主権ハ国内法上ノ権力ニシテ国際法上ノ権利二非ス
⇔領土権ハ国際法上ノ絶対権ニシテ国際法ノ定ムル範囲内に於テ目的物タル土地ニッキー般的支
配利用ヲ為ス権利タリ
囚領土権ヲ以テ人二対スル命令権ヲ含ムト為スハ領土権力物権ナリトスルノ思想ト矛盾スルモノ
ナリ
㈲　領土権ヲ以テ人二対スル命令権ヲ含ムト為スハ統治権力唯一不可分ニシテ且ツ国家二固有ナリ
トスルノ思想ト相矛盾スルモノナリ
丙　国家併合ノ場合二於テハ併合国ハ被併合国ノ統治権ノ譲与ヲ受クルモノニアラス其ノ固有ノ統
治権力拡カリ行ハルルモノナリ
㊨　被併合国力諸外国ト結ヘル条約・・原則トシテ併合二依リテ当然消滅ス」　（842－3）。
以上7点のうち，もちろんここでは，第一の国際法と国内法との関係論争についてのみ焦点をしぼ
って美濃部博士の反論を概観する。
　国内法と国際法との関係について立博士の主張は，国際法と国内法とは，まずその法規関係の当事
者を異にすること，第二にその立法老を異にする点で，全く別個の法体系であるから，国内法の観念
と国際法の観念とは相影響することはあっても，「合一シ単一ノ観念トナル」ことはない，と主張し
たのであったが，これに対し美濃部博士は，国際法と国内法とが異った法規関係であって，したがっ
て国際法上の関係と国内法上の関係はこれも異った関係にあることは認めた上で，しかしそれがため
に，両老によって生じたすべての権利も，同様にまったく別個独立なものであるということは速断で
ある（843－4），とする。しかも，立博士が国際法と国内法とが別個の法規であるための理由として，
法規関係の当事者と立法者とを異にするとしたことは，十分な論拠ではないし，むしろ，法規関係の
当事者も，立法者も，両法にとって全く異るものとはいえないと反論した。以下，その論旨を要約す
ると次のようであった。
　まず，国際法と国内法とは，法規関係の当事者も結局は同じであることについて，次のようにのべ
ている。すなわち，　「国際関係ハ国家ト国家トノ関係ニシテ，国内公法関係ハ国家ト被治者トノ関係
ナリ，即チ其ノ当事老ノー方ハニ老等シク国家ナリ，二者共二国家ノ権利義務ヲ定ムルモノニシテ，
其ノ権利義務ノ主体ハ何レニ在リテモ国家ナリ」（844）。したがって，　「一方二於テハ又国家力国内
法上其ノ被治老二対シテ或ル権利義務ヲ有ストセハ，此ノ権利義務ハ又国際法上外国二対スル関係二
於テモ其ノ効力ヲ及ホスヘキモノニシテ，即チ国際法上ノ効力ヲモ有スルモノナラサルヘカラス。国
際法ト国内法トハ常二相関聯シ相反応シテ同一国家ノ権利義務ヲ定ムルモノニシテ，国際法上ノ権利
義務バー面二於テ同時二国内法上ノ効力ヲ有シ，国内法上ノ権利義務ハ又同時二国際法上ノ権利義務
トナルモノナリ」（845），と主張する。
　そして，二・三の例をあげてこれを実証的に説明しようとする。例えば国内法上の関税権は，同時
に外国に対してもその権利を主張することができるし，また国家にこの権利あるゆえに，これを内容
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として，国際条約を締結できるのであって，この条約によって国際法上の関税権の範囲を定めると同
時に，国家は国内法上もその条約に依って定まった範囲によって拘束をうけることになるから，関税
権はまさに，国内法と国際法との両面に効力を有することになるとする（846）。また・外交官の駐在
国での治外法権の特権は，国際法上の法則であるが，これによって，その国家は他国の外交官に対す
る刑罰権を制限されると同時に，国内法でそのような制限をうけるという国際的義務と国内的義務を
同時に有することになるから，これもその一例であるという（847，「主権」もその一例としているが，こ
れはのちに説明することにする）。なお，つけ加えて，同一の権利が国内の被治者に対しても，外国に対
しても同時に効力をもつことを，親権が子に及ぶと同時に第三者にも及ぶという，私法上の例と比較
して，自論の正当なることを主張した（848）。
　次に，国内法と国際法とは，立法者を異にするという主張に対して，　「国内法力国家ノ意思二依リ
テ法タルノカヲ有スルト同シク，国際法モ亦諸国家ノー致ノ意思二成ルモノナルヲ以テ等シク国家ノ
意思力其ノ法タルノカヲ生スルー淵源タルモノ」（848）であって，しかも国家は「統一的ノ人格者」
で，その統治権は唯一不可分であり，このことは，「国家ノ意思力常ニーアリテニアルヘカラサルコ
トヲ意味スルニ外ナラ」ないから，「等シク其ノ意思二依リテ成立スル所タル国内法ト国際法トカ互
二相矛盾スルコトヲ得サルハ当然ノ結果」である，という（849）。だから，　「若シ国内法ノ之ト相矛
盾スルモノアラバ其ノ国内法ハ最早国家ノ意思トシテ有効二存立スルコト」はできないと主張した
（849－50）o
　以上のように，国内法と国際法とは法規関係の当事者も立法者もまったく異るとはいえないのであ
るから，同一の権利が国内法と国際法の両面に効力をもつこともあるのであって，しかも，立博士の
いうように，絶対に「国際法ノ観念ヨリ見レハ不法ナル現象モ国内法ノ観念ヨリ見レハ適法ナルコト
アリ」（218），と断じきるのはまちがいであると反論した。
　したがって，立博士が自己の主張の例証としてあげた英米両国の関税警察権の問題における国内法
上は適法の行為でも，国際法上は不法であるという立博士の結論（696－7の註B）は，おかしいので
あって，国際法上不法である以上，国内法上も不法といわなければならないと反論する（850）。ま
た，立博士のいうように，国際法と国内法とが，まったく別異の法規をなすからといって，ただちに
これにもとつく権利も別異なものとすれば，もともと国内法上の関税警察権が，国際法上，不法・適
法の問題は起りえないのではないか。さらに，「国際法上公海二於テ外国船二対シテ国権ヲ行フヲ不
法トスル国際法上ノ原則成立セリトセハ此ノ如キ強制処分ハ国際法上不法ナリ」ということは，tcと
えば反対に，　「沿岸ヨリ十二海浬以内二入ル外国船二対シテハ関税警察権ヲ行フコトヲ得トイフ国際
法上ノ原則成立セリトセハ此ノ関税警察権ハ実二国際法上ニモ適法ナル権利」（852）ということがで
きるから，この場合にはその関税警察権は，一面では国内法上の権利であるとともに，他面では国際
法上の権利となるのであって，これをみても，同一の権利が国内法・国際法の両面にまたがって効力
を有することになるのであるという（852）。
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（3＞立博士の反論
　次の立博士の反論は，美濃部論文の掲載された号の次号（第7号）から第10号までの間に，美濃部
博士のたてた，7項目にしたがって反論する形ではじめられた。その第1項が国際法と国内法との関
係についての反論であった。
　まず，前の美濃部論文までで判明したことは，両博士の一致点として，国際法と国内法とが別異の
法規としての存在関係にあるということ，第2に二つの法が相関連し，相反応するという点であっ
tc。次に相違点は，立博士の整理によると，①美濃部博士は国際法上の権利義務が，国内法上の権利
義務となり，国内法上の権利義務が国際法上の権利義務になるというのに対し，立博士はそうではな
いということ。②美濃部博士は，国際法と抵触する国内法の規定は無効であるが，立博士はこの場合
は単に国家の国際法上の責任問題が生ずるにすぎないということの2点であった（10t8－・9）。
　この2点について，美濃部博士との意見が異なるのは，立博士の主張と同様に，通説も国際法と国
内法とは別異の法規であるから，その結果，その権利義務関係も当然に別個独立に考えるべきである
といっている（］020の註5）にもかかわらず，美濃部博士が，国際法と国内法とが別異の法であること
を認めながら，あえて権利義務関係で，二つの法秩序が一致するという，これまでにもない奇論をも
って自論を固執したせいである，と反論した（IO17以下）。
　ついで，美濃部博士が，国際法上の権利と国内法上の権利とが相矛盾してならないのは，国家が
「統一的ノ人格者」であるから，「国家ノ意思力常ニーアリテニアルヘカラサル」ためだという見解
に対し，次のように批判の目をむける。つまり，立博土は，美濃部博士のいう国家の人格とは，抽象
的な法律上の人格を指すものであるとすれば，「若シ余ノ如ク国際法ト国内法トニ対シ初メヨリ別異
ノ存在ヲ認ムルトキハ国家ノ国際法上ノ人格ト国家ノ国内法上人格トハ初メヨリ別異ノモノニシテ人
格ノ統一及ヒ意思ノ統一ハ初メヨリ各法規ノ範囲二於テ別異二存在スルモ」（1023～4）のと考えても
さしつかえないのではないか。もし美濃部博上のように国家の人格が，統一的なものと考えるとすれ
ば，それは両法の「混一ヲ仮定スルモノ」となるから，このことを前提として，国内法と国際法とが
互に矛盾しないということを論証するとすれば，それは論理学上，所謂，循環論（Petiti。　Principii）
の誤謬に陥ることになると批判するQO2の。
次に，立博士が前回，両法の成立にあたっては，その法規関係の当事老が異るとのべた（693）のに
対し，美濃部博士は，国際法も国内法も「統一的ノ人格」である国家が当事者であって何ら異るとこ
ろはない，とのべたのに対し，立博士は，「国際法ノ制度改廃ハ国内法ト異リテ単独ノ国家意思ノミ
こ依ルモノニ非スシテ国際団体内ノ諸国家ノ意思ノー致二依ラサルヘカラサル」（1024）ものである
から，国際法が単独の国家意思によって改廃されるのとは異ると主張した。また国際法は，いわぽ諸
国家間との契約法（K・n▽entivn・Iles　Recht）の性質を有するのであり，「国際法規二対スル単独国家ノ
意思ノ関係ハ恰モ契約二対スルー方ノ契約当事者ノ意思ノ関係」（1025）に似ているから，単独国家
が契約法たる国際法規に反する意思をもってはならないという論議は不当であって（1025，］037），ま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一45一
　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
して，国家の国際法上の人格と国内法上の人格とは異るのであるから，国際法違反の問題は国内法の
効力とは何ら関係のないことであるのは明らかである。
　美濃部博士の例示した関税徴収権や，関税警察権にしても，国際法と国内法とが相影響しあう点で
ほ，両法がこれらの権利に同時に関係することは当然であるが，そのことが当然に両法にこれらの権
利が同時に効力を有するということではなく，つまり，「一国家ノ其国内二於テ関税ヲ微収スル為メ
国内法上ノ法令ヲ定メ之ヲ施行スルコトヲ他ノ国家二依リ認メラルルハ国内法タル関税法上ノ関税ヲ
徴収スル権利ノ当然ノ結果二非スシテ国際法力別二存シテ国家間二於テー定ノ制限内二於ケル国家ノ
此種ノ行為ヲ適法ナリト定ムルニ依ルモノ」である（1・026－・7）。また，美濃部博士が関税条約によっ
て，国際法上の関税権の範囲を定めると同時に国家は国内法上もその条約に依って定まった範囲によ
って拘束をうけることになるから，関税権はまさに，国内法と国際法との両面に効力を有する（846），
と説明したことに対しても，国際法と国内法とが別異の法である結果，「関税条約二本ク権利義務ハ
博士モ之ヲ認メタルカ如ク元来国際法上ノ権利義務ニシテコレ決シテ当然国内法上ノ効力アルモノニ
非サルヲ以テー国ノ法令力此ノ条約二依ル国際法上ノ権利義務二適セサル規定ヲ定ムルコトアリ得」
る（1030）として，諸外国の例として，条約に違反する国内法を有効とする例をあげて説明している
（1・038－9及び註8のb，ll，12，13等）。外交官の治外法権の問題も同様の論拠でこれを反論している
（1032－3）o
　以上のように，国際法と国内法とは全く別個の法規であるが，立博土も，両法が「互二相影響シ相
反射スルノ作用ヲ為スヘキハ固ヨリ当然」（1033）で，　「現時ノ諸国家ノ国内法二普通ナル根本観念
ト全ク相背馳スヘキ国際法規ノ成ルヲ想像シ得ヘカラサルカ如ク現時ノ国際法ノ根本観念ヲ全然無視
スルノ国内法規ノ成ルコト又想像シ難シトス」（1033）るが，　「現今二於ケル国際団体内ノー国家ノ
国内法ノ主義二於テ其国家力国際法二違反スルノ意思ヲ有セスト推定シ得ヘキヲ以テ仮令上述ノ如ク
国際法規力直チニ国家ノ機関又ハ私人二対シテ国内法上ノ効力ヲ生スルコトヲ定ムル概括的ノ国内法
規ノ存セサル場合二於テモ国内法ノ規定ハ出来得ヘキ限リハ国際法二反スルノ結果ヲ生セサルヘキ解
釈ヲ与フヘキモノト信ス」　（1034－・5）るから，一見，国際法上の権利義務と国内法上の権利義務が
同一のように見えるのも，右のような，いわば解釈における「推定の原則」に従った結果にほかなら
ないと主張した。
　　　　　　　　　　　　　　　　（4）美濃部博士の再反論
　立博士の論文が，ひきっづき掲載された第29巻第8号の同じ誌面で，美濃部博士は前号の国際法と
国内法との関係についての立博士の反論に再反論の論文を発表した。それは，博士によれば「（立）
博士ノ論述ハ僅二其ノ第一項ヲ終リタルニ止リ・…全文ヲ見スシテ既二再応ノ質疑ヲ為スハ甚タ非礼ナ
ルカ如シト難モ，国際法ト国内法トノ関係ハ主権及領士権ノ観念ヲ定ムルニ於テモ先ツ決シ置クヲ要
スル前提問題ニテ，而シテ此ノ点二就テノ博士ノ論述ハ既二前号ニテ完結セルモノナレハ，此二・’先
ツ此ノ点二付テ再応卑見ヲ述ヘテ教ヲ博士二請フ所アルヘシ」（1272），ということであった。そして
美濃部博士は，立博士の反論の要点を次のように整理し，それに従って，項を別けて反論を加えtc°
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その第1は，同一の権利が国内法と国際法との両方に効力を存するかどうかということについて，
第2は，国際法に抵触する国内法が有効に成立するかどうかということの2点であった。
　まず，第1点について，立博士は「国内法上ノ権利義務ハ国際法二依リ其ノ存在ヲ認メラルルコト
ニ依リ国際法上ノ権利義務トナルコトナク同様ノ理由二依リ国際法上ノ権利義務モ国内法二依リ其ノ
存在ヲ認メラルルコトニ依リ国内法上ノ権利義務トナルコトナシ」（102g），というが，「国際法力承
認スル所ノ権利義務ニシテ尚国際法上ノ権利義務タラントスルハ如何ナル理由二由ルカ，甚タ解シ難
シト難モ，博士ノ前後ノ文脈ヨリ想像スレハ，其ノ理由トスル所ハ元来国内法規二依リテ定マリタル
権利義務ハ仮令国際法力之ヲ承認スルモ，尚国際法規二依リテ定マリタル権利義務ト日フヲ得ズト日
フニ在ルカ如シ。然レトモ国際法規力或ル権利義務ヲ承認ストセハ是レ即チ国際法規ノ定ムル所ノ権
利義務タルニ非スヤ」（128ト2），とのべ，立博士のいうように，国際法と国内法とが全く同一の法
規に非ずという理由だけで，然かも両者が相互に密接の関係にあることを認めて，直ちに同一の権利
義務が両方に効力を有することはできない，と断定することは，速断というべきであって，「縞二思
フニ博士ハ別異ノ法規トイフコトヲ無意識ノ間二無関係ノ法規トイフコトト同一視シ，此ノ混同ノ為
メニ此ノ誤レル論結ヲ生セルニ至レルニ非ラサルカ」（1286），とのべている。
次に立博士が国際法に違反する国内法もまた，有効に成立する理由として，国際法上の人格者であ
る国家と国内法上の人格者である国家とは，別個の人格老であるとする意見に対して，「此ノ如キ説
力国権ノ唯一不可分ナルコトヲ認メ，国際法モ国内法ノ観念ヲ顧ミ国内法モ国際法ノ観念ヲ認メサル
ヘカラサルコトヲ認メタル博士ノロヨリ出テントハ余ハ霧二意想外ノ感二堪ヘス。若シ果シテ博士ノ
説ノ如ク国際法上ノ国家ト国内法上ノ国家力別個ノ人格者ナリトセハ，国際法ト国内法トハ初ヨリ全
然無関係ニシテ，仮令国家力条約二違反スル国内法規ヲ定メタリトスルモ，国際法違反ノ如キ問題ヲ
生スルノ余地ナキモノト日ハサルヘカラス，若シ条約ノ対手国力条約達反ヲ以テ国家ノ責任ヲ問ヒタ
リトセハ，国家ハ平然トシテ『其ハ国内法上ノ人格老タル国家ノ制定シタルモノニシテ国際上ノ人格
者タル拙者ノ関スル所二非ス，拙者ハ他ノ人格者ノ行為二就テ責二任スル理由ナシ」ト日ヒ以テ其ノ
責ヲ免ルルヲ得ヘシ。博士豊二此ノ如キ論法ヲ是認セラレントスルカ」（1296－7），とはげしく反論
している。
　また，立博士が，国際法の制定改廃は諸国家の一致の意思によらなければならないから，一国家が
その単独意思で国際法を制定改廃することも，他の国家の同意がなければ，その意思を達することは
できないのであるから，一国の単独の意思が現存の国際法規に適しない場合のあることを認めないわ
けにはいかない（1024－5），という主張に対しては，このことは，立博土が「法律上有効ナル法律意
思ト未タ法律意思ヲ為スニ至ラサル事実上ノ希望トノ区別ヲ無視シ」（1300）たものである。
　たしかに，「事実上二於テハ固ヨリ国家力必ス国際法二違反スルノ事実ナキコトヲ確保シ得ヘキニ
非ス，時トシテハ国際法二違反シタル国内法ヲ制定スルコトナシ】・スヘカス」（130D，しかし，その
ような場合は，その国内法の効力如何を裁判する職権ある裁判所があれば，必ずこれを無効とすべき
である。そして，立博士の指摘した外国の裁判例を無視して今日の制度ではそのような裁判所がない
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ので，無効であるべき国内法が有効に行われているにすぎないと主張した（1304）。
（5）立博士の再反論
　立博士は・第29巻第9号において・前号の論文を中断し，前号の美濃部博士の再反論に対する批判
論文を第1項の追加として発表した。
　まず，前号で美濃部博士は，「余ハ同一ノ権利カー面ニハ国内法上ノ効力ヲ有シー面ニハ国際法一ヒ
ノ効力ヲ有シ得ヘキコトヲ主張シヂー…（たのであって）一一決シテ総テノ国内法上ノ権利力当然二国
際法上ノ権利トナリ又総テノ国際法上ノ権利力当然二国内法上ノ効力ヲ有ス」といったのではない
（］279－80）から，立博士の駁論の大部分が誤解にもとつくものである，とのべたが，すでに6月号
で美濃部博士が「随テ又国際法上ノ権利ハ同時二国内法上ノ権利タリ国内法上ノ権利ハ同時二国際法
．ヒノ権利タリ」　（85D，といったことをとらえて，立博士は，まさに「コレ国内法上ノ権利ハ同時二
当然（必然的）二国際法上ノ権利トナリ国際法上ノ権利ハ同時二当然（必然的）二国内法上ノ権利ト為
ル」ということと同じであるから，何も誤解していたわけではないG355），と主張した。
そして，上のような立博士の理解する美濃部博士の見解を「甲ノ論点」とし，同一の権利が「其ノ消
極的ノ側二於テハ…・一専ラ国際法上ノ権利タル性質ヲ有スルモノテアリ，積極的ノ側二於テハー一国
内法上ノ権利タル性質ヲ有スルモノテアル」（387）とする見解を「乙ノ論点」とし，さらに，「国際
法二背反スル国内法・・国内法トシテモ有効ナルコトヲ得ス」（i278）とする見解を「丙ノ論点」とし
てならべたとき，まず，美農部博士のこれまでの論文では，「甲ノ論点」の論証をもって直ちに「乙
ノ論点」を論証しようとしたきらいがあるが，それは誤りであること，また，「丙ノ論点」は「甲ノ
論点」の「コロラリー」であるにかかわらず，「丙ノ論点ヲ主張シナカラ全然甲ノ論点ヲ否認サレ余
ノ第一項ノ所説ノ大部分ヲ以テ的ナキ矢ヲ放テルモノト為サルル理由ヲ知ルニ苦シム」（1360）と反
駁した。
　次に，立博士が美濃部博士の説は国際法を単独の国家のみの意思を表示したものである（iO40註
13），といったのに対し，美濃部博士は「若シ甚シキ誤解二非スソバ言葉尻ヲ捕ヘテ強テアラス意味
二解セラレタルモノト見ルノ外無シ」　（1・298－・9），といわれるが，「美濃部博士力統一的人格者タノレ
国家力同時二ニノ矛盾シタル意思ヲ有スルニ能ハサルノ故ヲ以テ博士ノ等シク其意思二依リテ成立ス
ルト為ス国内法ト国際法トカ互二相矛盾スルヲ得サルヲ説ケルヲ見レハ（6月号9頁）博士力国際法ヲ
以テ単独国家ヨリ見テ其ノ意思ノ表ハレタルモノト看倣スヘキコト猶其ノ国内法ノ如シトスルモノナ
ルコト明ラカ」であるから（1363），これは，むしろ，国際法優位説などの主張する説ともちがって，
国際法をもって法規としては単独国家の意思の表示に外ならないとする，所謂，対外国法（DaS　tiuss’
eres　Staatsrecht）の説と近いのではないかと疑問をなげかけた（1364）。
　立博士は，以上の誤解をといたのち，美濃部博士の論議全体を整理して，先にのべた如く，甲・
乙，丙の各論点にまとめて，それぞれについて，またそれらの関連において反論を加えた。
　まず，「甲ノ論点」では，美濃部博士のいう国際法又は国内法の一方の法規Eの権利そのものが他
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方の法規上の権利となることができるという考えに対して，「凡ソーノ権利ハ法規二依リテ定マリ其
ノ主体即チ法規関係当事老（権利者及ヒ義務者）ト其目的タル行為不行為トヲ以テ其ノ成立スルニ必要
ナル要素ト為ス而シテ主体異ナリ又ハ目的異ナルトキハ権利ハ最早同一ナリトイフヲ得サルナリー一
故二博士ノ国家ト国家トノ問二存スヘキヲ認メタル国際法上ノ権利其モノカ博士ノ国家ト被治者間又
，・寛｡者相互間二存スルヲ認ムル国内法上ノ権利ト為ルヲ認メ難キナリ」（1366）。
　そして，「乙ノ論点」も，根本の論拠は，「甲ノ論点」と同じであるから，「甲ノ論点」での反論
でもって足りるとし（1380－D，また，「乙ノ論点」は，「無効ノ行為ト取消サルヘキ行為トヲ混同
スルモノ」であると反論した（】376－7）。
　立博士のような同一国家が同時に別個の国内法上の人格と国際法上の人格をもつという見解が，大
胆な論断である（1396一ア）という批判に対しては，国家の法規上の人格とは，「権利能力ヲ有スル資
格即チ権利義務ノ主体トナルノ資格二外ナラ」q372）ないから，国際法と国内法とが別異に存在す
る以上，それぞれの法規ヒ，国家はその権利義務の主体となるのは当然であって，美濃部博士のいう
ような不合理は生じないとした。美濃部博士がもし，国家の法人格が国際法と国内法とで異るとすれ
ば，条約の対手国が条約違反をもって国家の責任を問うことができなくなるのではないかというのに
対し（1296－7），条約を締結するにあたってぱ，　「国際法ヒ他ノ純粋ナル事実二関シテー定ノ結果ヲ
生セシムルヲ約シ得ルカ如ク国内法上ノ法規関係二関シテモー定ノ結果ヲ生セシムルヲ約シ得ヘク而
シテー旦約スルトキハ此約束上ノ義務ヲ履行セサルヘカラサルハ言ヲ須タスコレ則チ条約ノ国際法上
ノ効果ナリ」（13ア4），とする。
美濃部博士が，国際法に抵触する国内法が有効に成立しているようにみえるのは，現在これらの国
内法を無効とする裁判権をもつ機関が存しないからであるという主張にぱ，前回と同様に，諸外国で
は幾多の事例で裁判所が国際法に違反する国内法を有効としていると反論した（1・378－　9）。
4　綜合的な論点対象表
　延々470頁にのぼるこの論争は，立博士が第29巻10号において，また美濃部博士が第II号で，それ
ぞれ要点列記して結論をだし，ながかった論争に終止符をうった。
両者の結論は，結局殆どの部分で一致することなく，平行線のままであった。それは，これまでに
素描してきた「国際法と国内法との関係」をどう理解するかの論争が基本となり，最後まで一致でき
なかったことの当然の帰結でもあったといえるが，個々にはなお，それぞれ，独自の見解による意見
のちがいもみることができるのである。
　ここでは，両博士による「まとめ」を骨子として論争全体の中であらそわれたいくつかの論点の対
象表を参考として掲げておくことにする。
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美　　濃　　部　　博　　士 立 博 士
①国際法と国内法との関係
　国際法と国内法とは別個の法規であって，しかも
両法の法規関係の当事者は必ずしも別個独立とはい
えないし，両法の立法老は同一の国家である。した
がって，同一の権利が国際法と国内法との両面に同
時に効力を有し，国際法に違反する国内法は原則と
して無効となる。ただし実際にはこれらの法律を無
効と宣言する国内機関が存在しないので，効力を有
しているQ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　』へ「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト
　国際法と国内法とは互に相影響し合う関係にあっ
細欝難崖灘認備孟離1
規であ…たが・て洞一嚥利が鴎法と国吋
法との両面に同時に効力を有することはないし，両i
者の効力は全く関係がなく，国内法が国際法に違反1
した場合は国家の道義的責任が生じるだけである。　1
ま姻際灘違反した国内法鮪効とする外国でのl
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L裁判例がある。　　　　　　　　　　　　　　　　｝
⑦領土権の性質
領土掴掴離上並びに国内法上の両面の効力あ1
る，土地及び土地の上にある空間の一切のものを支
配する物権である。
　その積極的効果は，その区域内にある物及びすべ
ての人が本国人たると外国人たるとの区別なく，そ
の国の権力に服することであり，消極的効果は外国
人に対する禁止権たる性質を有する。前者が国内法
上の効果であり後者が国際法上の効果である。
1
　領土権は単に土地を支配し利用する国際法上の物　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト権であり，国際法上すべての国家に対抗しうべき絶2
対権である。領土権をもって人に対する権利とする　1
のは領土権が物権であるという思想に矛盾し，また［
＿つの擁が国際法上，国内法上の両面に同時鋤1
力を有することはないのであって，国内法上，領土
は統治の区域たるにすぎないとみるべきである。
③物権の性質について
　土地についての物権は物を支配することのほかに
空間の支配権をも包含するものとし，此の空間の支
配権の効果としてその土地にあるすべての人に対す
る命令強制の権力を包含する。
④国家の法人格
　国家は法人格をもち，それは国内的にも国際的に
も共通の人格である。
土地についての物権は，土地に固着する権利であ1
り，物権の目的物たる土地とその空間上の関係にあ　1
る人敏配する権力は含まない。　　　l
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
　国家の法人格は，国際法と国内法とそれぞれ別個
の意思を有する人格である。
⑤　主権の概念について
　主権と統治権の概念は異る。主権は絶対権に相当
する権力であるから，一面には国内法上国家が被治
者に対して，これに命令し強制する力をもち，他面
では国際法上国家が総ての外国に対してその妨害を
禁止する消極的な力，つまり外国に対して独立を主
張する力をもつものである。
　主権は統治権或は国権と大体において同じであつ　1
て，国内公法上不対等関係arzある国家の被治老に
対する齢強制の意力である．。のように擁1玩1
来，国内法上の観念であって，国際法上における対
等国家相互の能力又は行為の自由又は独立等の観念i
と眼るものである。　　　　　［
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⑥　主権と領土権との関係について
　領土権は，臣民高権，国際交通権とともに国際法
上も，国内法上も主権の一部である。領土権即統治
権ではない。
　領土権は国際法上の物権であり，主権は国内法上
の権力であるが，領土権の効果により主権の行動の
地理上の範囲が定まるのであるから，両者は密接な
関係がある。
t
陶せられ・例外として・特別の条約は甑する・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト
⑦領土の併合について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i黒難縫織騰型潅柳
分の権利であるから，国家の併合の際，被併合国の　1
一切の権利は併合国が継受して取得する。　　　　　旨
被併合国が繍した条約は，願として併合国にi
　国家併合の場合は，併合国による領土権の継承取
得は認められるが，統治権（主権）は唯一不可分の
権利であり，国家に固有のものであるから，併合国
は被併合国の統治権の譲与を受けるのではなく併合
国の固有の統治権が拡がり行われるものである。
　被併合国が締結した条約は，原則として併合にょ
り当然消滅し，例外として特別の条約が継承され
るQ
5　論争の現代的評価
　まず，この論争の行われた明治40年代まで（1910年以前）の，国際法と国内法との関係にっいての
学説は，ヘーゲル，フリッカー，ツオルンなどの対外国法論や，イエーリンク，イェリネックの国
家自己拘束（Eine　Selbstverpflichtung　des　Staates）説等，国家主権の最高性の強調による，国際法軽視
時代から，いわゆる二元論による国際法理論の確立時代への移行期であったといえる。第i次大戦前
のこの時期としては，したがって，二元論は，国際法・国内法関係論のいわば進歩的な学説であった
といえるのである。そして，1899年のトリーペルの著作（H．Triepel．　V61kerrecht　und　Landesrecht，
1899）が，二元論を理論的に主流的位置においたことはよく知られている。　　　　　　　　　　　1
　したがって，論争の経過から明らかなように，両博士の主張の基盤も，二元論であったのである・
しかしながら，原則として両法は別異の関係にあるとする二元論をとっている国際法学老（たとえば
ホルランド，オッペソバイム，ニッポルドなど）も，両法がいろいろな交渉場面で緊密な関係にあること
を認めていたから，両博士の論争も，①両法は別異の法秩序である。しかし②両法は密接に関連し相
影響しているという2点では一致していた。にもかかわらず，両者の見解が対立したのは，立博士が
両法を別異の法である点に重きをおいて，厳格な二元論を主張したのに対して，美濃部博士は両法が
密接に相影響している性質をもっている点に力点をおいたところにあった。したがって美濃部博士の
一つの権利で両法に関係するものがあり，そのような権利は，国際法上無効であれぽ，国内法上も無
効となる場合があるという議論は，一見，二元論と異る主張のようにみえたのである。
　にもかかわらず，美濃部博士がこのような見解を主張せざるをえなかったのは，領土権物権説が立
博士の指摘するように，ラーバソトの影響によるものと思えるが，この説を維持するためには・’つ
の権利が両法に同時に有効な性質をもつという一般論を前提とせざるをえなかったからである・
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　しかし，その後，美濃部博士が昭和7年に同じ法学協会雑誌において・当時漸くわが国でも主張者
が増加した一元論を非難していることをみても・博士が二元論を基礎にしていたことは明らかであ
る○
　ただ，このときの美濃部博士の一元論批判のなかに次のような理由が加えられていることは，当時
のわが国の国法学の特殊日本的な限界が，二元論にふみとどまらざるをえなかったともいえるのであ
る。
　「一一国際社会と関係なく，国内に於てのみ効力を有する国内法は全然国際法とは関係なく其の国
家のみに特有な独立的根拠によって成立するもので，国際法の承認といふやうなことに根拠を有っも
　　　　　　の　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　．　　　　　　　　　　　コ　　．　　　　　　　　　
のではない。日本帝国は万世一系の天皇之を統治するといふことは，我が帝国の最も根本的な国家法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　り　　の　　■　　　　　コ　　　　　の　　■　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　．　　　
であるが，それが国際法の其の効力の根拠を有すと為すが如きは，国家を侮辱するものである。それ
は国際法とは全く無関係に，我が国初以来傲として存立して居る国家法であり，国家それ自身にのみ
根拠を有するものであることは言ふまでもない」（第50巻第4号12頁一傍点筆者）。
　ここには，この論争でも主張された，国家主権は国際法上も国内法上も独立最高で犯されない国家
の権利であるという主張のなかにわが国国法学者の「国体」に対する特別な配慮のあったことがうか
がわれる（この点はしかし，他の国法学者にくらべて，美濃部博士は，主としてイエリネックの理論にかしずい
ていたことから，比較的に純法学的な観点からとらえた「国家観」であったことはいえる）。このことからみて
も，美濃部博士の主張が立博士の批判するように，国際法を対外国法的な性質としてとらえているの
ではないか，と誤解されたのも，またやむをえなかったことであった。
　イエリリネックの法的には自己の意思のみに服する独立最高の権力＝主権をもつ国家が，自ら承認
した国際法に拘束されるという自己拘束説（G．Jellinek，　AIIgemeine　Staatslehre，　l　gO5，　s．46　D」は，対
外国法論のように，どちらかといえば，国際法否認の性格をもつ主張とちがって，むしろのちの一兀
論への接近を期待できるものといえるであろう。美濃部博士の今回の論争をみると，このイエリネッ
クの場合よりも，さらに一元論的な性向をつよめていると思われるにもかかわらず，なお二元論にと
どまろうとしたことが，立博士によって攻撃されるところとなると同時に，美濃部博士の明治憲法下
の国法学者としての限界があったとみるべきであろう。
　一方，立博士の主張は一貫して厳格な二元論を採用したところに，その特徴があるが，同時に論理
の一貫性を維持するために，条約と国内法の主体である国家の法人格を国際法のそれと国内法のそれ
とに明確に分けたり，用語的に国家の主権を国内法の範囲内にとどめたりしていることは，一見論
理的にみえながら，実は，いわば観念法学の「悪しき面」の継承をみることができる。
　さて，国際法と国内法との関係論は，第1次大戦の終了と同時におこった，ウイーソ学派の一元論
によって多彩をきわめるようになった。1920年の国際連盟の発足は，国際政治に大きな変化を与える
とともに，公法秩序の理論化にあたって，国際法の地位をいちじるしく高めたのもたしかであった。
ウイーソ学派が，これを機会に国際法優位の一元論を展開したのも時代の要請であったといえよう。
ウイ＿ン学派があるいは認識論的に（H，ケルゼン）あるいは経験科学的に（フエアドPス）国際法・国
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内法｝こ優位するGrund　N・rmを設定して国際法優位の一元論を展開すれば・二元論もまた国内法に
おいては立法老の命令に従わなければならないというGrund　Normが，国際法に1まPacta　sunt　seru
andaというGrund　Normが別個独立に設定される，という純粋法学的理論の展開が試みられた（D．
Auzilotti，　Cours　de　Droit　Intervatioual，1，1929）Q一元論には，このほか自然法を基礎とする理論（例え
ば田中耕太郎「世界法の理論」）や，いわゆる対外国法論から脱却した国内法優位の理論（MWenzei，
Juristische　Grundprobleme，］920）などが登場した。これらの諸説は今日において，いずれも優劣をき
めがたいほどの支持者があるといってよい。
だが，第2次大戦の経験を契機として，国際法・国内法の関係論のこれらの主張に一つの新しい試
みが加えられつつある。それは国際法の中に個人を組み入れた理論構成の試みである。これまでの関
係論では，法の主体はあくまで観念的な国家であった。美濃部・立論争ももちろん例外ではなく，個
人が国際法の主体となることはなかったし，国内法的にも，例えぽ美濃部博士の帝室論的国法学のも
とで，国家主権の範疇に国民が加えられることはなく，国民はあくまでも観念的な国家に対する服従
者であった。この点は二元論者においても全く同じであった（例外として，カオフマンは国際法が国家の
個人を直接拘束するという意見をだしたが，当時の現実とはかけはなれたものとされた）。
　しかし，今日の国際政治の場では，すでに第1次大戦後，難民保護や少数民族保護などの個人を対
象とした問題が発生した。第2次大戦の終了後には，これらの問題の外，国際機関に職場をもつ人が
現実に国際人として活躍しているなど国際的視野から個人の法的地位を考慮しなけれぽならない気運
が一層増加してきている。このような状況から，数多くの人権規定を含む条約が今日締結されている
（例えばILOの諸条約，　Genocide条約，世界人権宣言，ヨーPッパ人権条約，国際人権規約等）。一方では
国内法の分野でも，国内裁判所で人権問題に関する国際法適用の例が生じている（例えばわが国の原爆
訴訟など）。
　このような個人の国際社会への参加と，国内政治構造が，君主制から共和制への移行を一般化して
いる現状では，当然国家主権の観念に大きな影響を及ぼしている。第1次大戦終了直後までは，国家
主権は最高・独立であった。したがって，国際連盟の総会決議が多数決でなく全会一致を要求したの
もそのためであった。しかしこのような採決方法が会議の運営に障害になることは明らかで，第2次
大戦後の国際機関は，殆どが多数決原理を採用するようになρた（国際条約による多数決髄こは，さらに
たとえば国際通貨基金や国際砂糖協定のように加重投票制をとっているものもあるが，これらは単純多数制より
理論的には一層国家主権を制限しているといってよい）。一方では国内法でも，憲法によって自国の主権制
限を承認する規定もあらわれてきている。
　このような個人の問題，主権の問題は，国際社会での国家の最高・独立の主権概念に反するもので
あり，国家はもはや，国際機構の中で国家主権の絶対性を主張できなくなってきつつあるといえるの
である。このような状況から，国際法・国内法両法秩序の関係論には新たな課題が提供されていると
いえるのである。これらの問題をぬきにして関係論の進歩はなく，またこれらの問題が将来国際政治
の場でどの程度発展するかが，同時に関係論の展開にとってきわめて重大な要素となるといえるので
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ある。
　　とはいっても，現在もたとえぽ第2次大戦後に植民地から脱した新興国は・国家主権の最高・独立
を叫んでいるのであり，少数の国家はいわば大国主義的な国際政治によって，同じように国家主権の
絶対性を強調しているし，自衛権論争も，また国家主権のこのような概念を基盤として主張されてい
るのが現状であるから，現在はこのような古い観念と新しい観念とが，国際法・国内法の関係論にお
いても衝突をしている，いわぽ過渡期的状況にあるといえよう。この意味で，美濃部・立両博士の論
争にあらわれた，諸論点は今日でも関係論において参考とすべき多くの問題を含んでいるものといえ
るのである。
Die　Zusammenfassung　der　Disputation　zwischen　Dr．　T．　Minobe
und　Dr．　S．　Tachi　　　　　Uber　Landes．　und　VOIkerrecht
Seiichi　Nakahara
　　Die　Disputation面ber　Landes－und　V61kerrecht　zwischen　Dr．　T．　Minobe　und　DL　S．　Tachi，　die　in　dieser
Abhandlung　vorgestellt　wird，　wurde　so　etwa　ein　Jahr　lang　auf　der　Hogaku－Kyokai・Zassi　im　Jahre　44　Meiji
geaul5ert．　Am　Anfang　war　diese　Disputation　kelne　AufsteUung　des　Problems　von　Richtigkeit　und　Rech・
tseffekt　zwischen　dem　Landes－und　V61kerrecht　gegeneinander，　sondern　die　Abschatzung　nach　der　Eigen・
schaft　der　Territorialgewalt．　Jedoch　war　es　nδtig　dabei　als　die　Voraussetzung，　einige　Fragen　zu　1δsen，
die　Pers6nlichkeit　des　Staates，　dユe　Konzeption　des　Hoheitsrechts　und　die　Richtigkeit　und　den　Rechtseffekt
zwischen　dem　Landes－und　V61kerrecht　gegeneinander　zu　aufl6sen．
　　1且diesem　Streitpunkte　ist　diese　Abhandlung　die　Zusanlmenfassung　der　Disputation面ber　Richtigkeit
und　Rechtseffekt　zwischen　dem　Landes・und　V61kerrecht　gegeneinander．　Dort　betont　Dr．Minobe　krtiftig
vom　Standpunkte　der　Staatsrechtslehre　aus，　dals　ein　Recht　im　subjektiven　Sinne　auf　den　beiden　Gebieten
des　Landes－und　V61kerrechts　in　Kraft　treten　soll　und　die　G廿1tigkeit　des　v61kerrechtswidrigen　Landesrechts
nichtig　sein．　Dagegen　behauptet　stark　Dr．Tachi，　voln　Standpunkte　der　V61kerrechtslehre　aus，　den　h6chst
strengen　Dualismus．
　　Wir　wissen，　dais　diese　Disputation　bereits　der　klassischen　Lehren　angeh6rt　hat，　aber　diese　Disputatlon
ist　einander　jeden　Behauptungen　enthalten　und　sich　kritisiert，　also　wird　sie　auch　heute　als　eine　inhalt
reiche　Disputation　hochgeschatzt　werden．
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